BI論壇　　　　　　　　　　　　TPP問題　　　　　　2011年12月27日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中川　十郎

　今年もあと数日になった。BISにおいては12月12日の第118回情報研究会で本年の研究会を終了した。年末にもかかわらず70名近くの方々が参加され、主宰者として感謝に耐えない。これまでの会員およびその友人の20年間のご協力に対し厚く御礼を申し上げたい。

　日本ビジネスインテリジェンス協会も2012年2月13日の第119回研究会より21年目に突入する。今後とも会員各位のご支援を切望したい。第119回研究会は21周年目の最初の研究会として、「ビジネスインテリジェンス・パネル討論会」を予定。4月の第120回研究会は問題になっている『TPP、医療、原発問題』、6月は一ツ橋総研との共催で名古屋の河村市長を囲む「地方分権問題」を論じたいと思います。8月は「円高、欧州債務危機、グローバリズム」、10月は躍進する「Chindia,　ASEAN」について研究したいと考えています。
2012年もBIS会員の皆様のご協力をよろしくお願い申し上げます。皆様どうぞ幸せな新年をお迎えください。さて本年最期のBI論壇として『TPP問題』を以下論じます。本年は会員各位よりも多くのTPPに関するご意見を頂き深謝しています。
「文芸春秋」2012年1月号では“TPP大論争　攘夷VS開国”「日本の希望か」「米国の陰謀か」と題し、保坂正康氏の司会で賛成派の岡本行夫氏と反対派の中野剛志氏が論争している。保坂氏の冷静かつ公平な司会に好感がもてた。私は中野氏のTPP反対論に組したい。　

弁護士・福井建策氏の「警告　著作権が主戦場になる！」も知的所有権戦争時代の米国の狙いを警告しており、一読の価値がある。農業者の観点からの淺川芳裕氏のTPP賛成論には組みしがたい。一方、関岡英之氏の力作『国家の存亡』～「平成の開国」が日本を滅ぼす～（PHP新書）は之まで読んだTPP反対論の中の白眉だ。米国が長年、自民党に要求してきた「年次改革要望書」、最近、民主党に要求している「日米経済調和対話」の内容がTPPにそのまま現れている。「日本としてはTPPに参加する事により、農業、医療、労働など幅広い分野であなたの生活を直撃する」と警鐘を鳴らしている。東大教授・山内昌之氏の近著『リーダーシップ』～胆力と大局観～（新潮新書）ともども一読の価値がある。
「菅内閣、野田内閣でのTPPの十分な研究もなく性急な交渉参加にいかに問題があるか。」「TPP参加交渉は日本の将来に大きな影響を与え、大いに問題あり」との関岡氏の徹底した分析を今一度、野田政権は虚心坦懐に熟考すべきである。さもなくば日本は悔いを千載に残すことになろう。最近の野田政権の右傾、保守化の傾向には危惧の念を感じざるを得ない。八ツ場ダム工事再開、凍結新幹線工事再開、武器輸出禁輸措置緩和、90兆円を超える2012年度予算案、消費税、所得税の増税、国家公務員の給料・ボーナスの満額支給、米国産牛肉の30か月未満の輸入解禁、原発輸出承認など、過去の内閣で最も財界、米国寄りの内閣になり下がっている。12月26日の日本経済新聞世論調査では野田内閣不支持は53％で支持36％を大幅に上回り内閣発足から3ヶ月強で支持率が30ポイント以上も下落したのは08年の麻生内閣以来とのことである。さきの原発事故終息宣言も「納得できぬ」が78％の高率である。野田内閣はこのような国民の批判を謙虚に受け止め、猛省をすべきだ。
　

　
